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本計画の「障がい」の表記について 

 

「障害」の「害」という漢字の表記については、「害」という漢字が持つマイナス

のイメージが強く不快さを感じる場合があることから、本計画においてはひらがな

で表記しております。 

ただし、法律等で使用されている用語、関係団体・関係施設の名称、固有名詞に

ついては、漢字で表記しております。 



 

は じ め に 

 

 

魚津市では、平成 11年３月の「魚津市障がい者福祉計画～調和のある住みよいまちづく

りをめざして～」の策定をはじめとして、令和２年３月には、「魚津市障がい者基本計画（第

４次）」（計画期間：令和２年度～令和６年度）を策定し、計画に基づき、様々な障がい者

福祉施策を展開してきました。 

この間、国においては、「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和３

年）」や「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律

（障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法）（令和４年）」などが施

行され、様々な障がい者施策の整備が進められてきました。 

また、富山県では、「富山県総合計画（元気とやま創造計画）（平成 30 年３月）」、「富山

県民福祉基本計画（第３次改訂版）（令和５年４月）」の個別計画となる「富山県障害者計

画（第５次）（令和６年３月）」を策定し、福祉、保健、医療、教育、雇用、生活環境など幅

広い分野と連携した施策の展開を進めています。 

近年では、新型感染症の流行や自然災害発生時の障がいのある人の支援のほか、障がい

の重度化・複合化、医療的ケア、「親なき後」の問題など様々な課題への適切な対応が求め

られています。 

本市では、このような障がい者を取り巻く環境が大きく変化していく中、諸状況の変化

に適切に対応しつつ、本市における障がい福祉施策の一層の推進と障がい者の自立と社会

参加を一層促進するため、「魚津市障がい者基本計画（第５次）」を策定しました。 

この計画では、すべての人がそれぞれ地域における役割を担い、互いに尊重し合いなが

ら、権利の主体である障がい者が住みなれた地域で自立して生活できる社会の実現をめざ

しています。 

今後は、この計画を基本に、市民、企業・団体、行政が一体となって、施策を推進して

いきたいと考えておりますので、国・県、関係機関や、市民の皆様方の更なるご理解とご

協力をいただきますようお願い申しあげます。 

 結びに、本計画の策定にあたり、貴重な意見、ご指導をいただきました魚津市障がい者

福祉計画策定委員会の委員の皆様やご協力をいただきました関係機関・関係団体の皆様方

に、心から感謝申しあげます。 

 

令和７年３月 

 

                     魚津市長 村 椿  晃 
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「魚津市障がい者基本計画（第５次）」の構成 

１ 計画の性格・位置づけ 
⑴ 障害者基本法に基づく「魚津市障がい者基本計画」 

⑵ 「魚津市総合計画」に基づき、本市がこれまでに策定した関連計画とも連携を

図るとともに「富山県障害者計画」を踏まえた個別計画 

４ 障がい者の概念 
身体障がい、知的障がい、精神障がい、その他の心身の機能の障がいがある者であ

って、障がい及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受

ける状態にあるもの。 

３ 基本理念 
「だれもが互いを尊重し、地域の一員として自立して生活できる社会の

実現」を目指します。 

２ 計画の期間：令和７年度～令和 12年度〔６年間〕 

１ 障がい者本人の自己決定を尊重する 

２ 障がい者等の自立した生活や意思決定を支援し、社会参加を促進する 

３ 障がい者本位の総合的で切れ目のない横断的な支援を展開する 

５ ハード・ソフト両面にわたる社会のバリアフリー化を推進する 

４ 障がいの特性に応じたきめ細かな支援を実施する 

Ⅰ 計画の基本的な考え方 

５ 基本的視点 
   （※ 右のページの計画の内容を展開するときの共通の視点） 



  

Ⅱ 計画の内容 

Ⅰ だれもが暮らしやすい環境づくり 

１ 障がいや障がいのある人に対する理解の促進 
 
２ 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 
 
３ コミュニケーション支援体制の促進 
 
４ 住みよい生活環境の整備 
 
５ 安心して暮らせるまちづくりの推進 

Ⅱ 個々のニーズに応じた支援づくり 

１ 相談支援体制の整備 
 
２ 地域生活を支援するサービスの充実 

 
３ 障がい者施設の整備の方向と施設機能の充実・活用 

 
４ 質の高いサービスの提供 

 
５ 保健・医療施策の充実 

Ⅲ 自立と社会参加への基盤づくり 

１ 支援が必要な子どもへの教育等の充実 
 
２ 雇用・就労の促進 

 
３ 社会参加活動の推進 

５
つ
の
基
本
的
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１ 計画の趣旨 

魚津市は、現行の障がい者基本計画（Ｒ２～Ｒ６）において、基本理念である「障がいのある人

もない人も、互いを尊重し、地域の一員として自立して生活できる社会の実現」を目指し、各種施策

に取り組んできました。 

 

国においては、「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」や「障害者による情報の取

得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律（障害者情報アクセシビリティ・コミュニ

ケーション施策推進法）」などが施行されたほか、医療的ケア児等の支援が拡充するなど様々な障害

者施策の見直しがされています。富山県においては、平成 26年 12月に「障害のある人の人権を尊重

し県民皆が共にいきいきと輝く富山県づくり条例」が制定されました。 

 

   市内の障がい者数は、身体障害者手帳の所持者数は少しずつ減少している反面、療育手帳及び精神

障害者保健福祉手帳の所持者は増加傾向にあります。近年、高齢化や障がいの重度化、発達障がいや

難病が障がい福祉施策の対象に加えられるなど、障がいが多様化しています。 

 

この計画は、こうした諸状況の変化に適切に対応しつつ、魚津市における障がい福祉施策の一層

の推進を図るため、「第５次魚津市総合計画」に基づき、本市がこれまでに策定した関連計画とも連

携を図るとともに「富山県障害者計画（第５次）」を踏まえた個別計画として策定するものです。 

 

＜参考＞障がい者に関する制度改正等の主な経緯（平成 21年度以降） 

年 月 事 項 ・ 内 容 

平成 21年 12 月 内閣に「障害者制度改革推進本部」設置 

平成 22年 12 月 「障害者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間におい

て障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」成立（障害者自立支援法

や児童福祉法等の改正） 

平成 23 年６月 「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」成立 

平成 23 年７月 「障害者基本法の一部を改正する法律」成立 

平成 24 年６月 「国による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」成立 

平成 24 年６月 「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備

に関する法律」成立 

平成 25 年５月 「成年被後見人の選挙権の回復等のための公職選挙法等の一部を改正する法律」の成立 

平成 25 年６月 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」の成立（平成 28 年４月１日施行） 

平成 25 年６月 「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律」成立 

「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律」成立 

平成 26 年１月 「障害者の権利に関する条約」批准 

平成 26 年５月 「難病の患者に対する医療等に関する法律」成立 

 難病に係る医療その他難病に関する施策の総合的推進のための基本的な方針を策定 

平成 26年 12 月 「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいきと輝く富山県づくり条例」成立 

平成 28 年４月 「成年後見制度の利用の促進に関する法律」成立 

平成 28 年５月 「発達障害者支援法の一部を改正する法律」成立 

平成 28 年５月 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正す

る法律」改正 
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平成 30 年３月 「障害者基本計画（第４次）」閣議決定 

平成 30 年３月 富山県第５期障害福祉計画（第１期障害児福祉計画）策定 

平成 30 年３月 「富山県手話言語条例」成立 

平成 30 年６月 「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」の公布、施行 

平成 30年 11 月 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」改正 

令和元年６月 「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」（読書バリアフリー法）の公布、施行 

令和３年３月 富山県第６期障害福祉計画（第２期障害児福祉計画）策定 

令和３年６月 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律一部を改正する法律の公布（令和６年４月施

行） 

「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」の公布（同年９月施行） 

令和４年５月 「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律」（障害者情報

アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法）の公布、施行 

令和６年３月 富山県障害者計画（第５次）策定 

富山県第７期障害福祉計画（第３期障害児福祉計画）策定 

 

 

２ 計画の性格・位置づけ 

   この計画は、障害者基本法に基づく「市町村障害者基本計画」として策定するもので、中長期的視

点に立って、障がい者の生活全般にわたる支援を行うための障がい福祉施策に係る総合的な計画で

す。 

 「第５次魚津市総合計画」に基づき、本市がこれまでに策定した関連計画とも連携を図るととも

に「富山県障害者計画（第５次）」を踏まえた個別計画となるものです。 

※「魚津市障がい福祉計画」「魚津市障がい児福祉計画」は、障害者総合支援法に基づく「市町村障

害福祉計画」として、障害福祉サービス等を提供するための基本的な考え方、目標、確保すべき

サービス量及びサービス量確保のための方策を定めています。 

 

 〈計画の位置づけ〉 

 

整合

連携

整合

富山県総合計画 第5次魚津市総合計画
元気とやま創造計画 （前期基本計画：令和３年度～７年度）

富山県民福祉基本計画
（第３次改訂版） 第４次魚津市地域福祉計画

一体的に策定
第５次魚津市地域福祉活動計画

令和５年４月策定 （社会福祉法第107条） （社会福祉法第109条）

（令和５年度～９年度） 令和４年４月策定（令和４年度～８年度） 令和４年４月策定（令和４年度～８年度）

富山県障害者計画（第５次） 魚津市障がい者基本計画（第５次）
令和６年３月策定 （障害者基本法第11条第３項）

（令和６年度～11年度） 令和７年３月策定予定（令和７年度～12年度）

富山県第７期障害福祉計画
第３期障害児福祉計画 第７期魚津市障がい福祉計画

令和６年３月策定 （障害者総合支援法第87条第１項）

（令和６年度～８年度） 令和６年３月策定（令和６年度～令和８年度）

第３期魚津市障がい児福祉計画
（児童福祉法第33条の19）

令和６年３月策定（令和６年度～８年度）

魚津市介護保険事業計画
魚津市高齢者保健福祉計画

魚津市子ども・子育て支援事業計画
魚津市地域防災計画
魚津市健康増進プラン

いのち支える魚津市自殺対策行動計画
　　　　　　　　　　　　　　ほか

１．福祉計画の位置づけ

　「魚津市障がい福祉計画」は障害者総合支援法第87条第１項に、「魚津市障がい児福祉計画」は児童福祉法第33条の19の規定に基づく計画
であり、「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」に即して作成するものです。
　また、障害者基本法に基づき、障がい者のための施策に関する基本的な計画として令和２年３月に策定した「魚津市障がい者基本計画（第
４次）」のうち障がい福祉サービス等の確保に関する実施計画としての位置づけを有するものです。
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３ 計画の期間 

本計画の期間はこれまで５年間としてきましたが、富山県障害者計画（第５次）では計画年数を６ 

年と変更したことから、本計画においても計画年数を令和７年度から令和 12年度までの６年とします。 

  第８期障がい福祉計画・第４期障がい児福祉計画（計画期間：Ｒ９～Ｒ11年度）については、令和８

年度末までに新たな計画の策定を予定しています。 

なお、制度改正等社会状況の変化がある場合は、必要に応じて計画の内容の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

  

２．福祉計画の期間

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

第９期

第５期

第５次魚津市総合計画（10カ年）

第４次魚津市地域福祉計画（５カ年） 第５次魚津市地域福祉計画

魚津市障がい者基本計画（第４次） 魚津市障がい者基本計画（第５次）（６カ年）

第６期魚津市障がい福祉計画 第７期魚津市障がい福祉計画 第８期魚津市障がい福祉計画

第２期魚津市障がい児福祉計画 第３期魚津市障がい児福祉計画 第４期魚津市障がい児福祉計画
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１ 魚津市の人口 

⑴ 魚津市の人口の推移と将来推計 

全国の人口は、平成 17年をピークに減少しています。一方、魚津市の人口は昭和 60年の 49,825

人をピークに減少しており、令和２年の国勢調査では 40,535人です。今後も減少傾向が続くと予

想され、令和 27年には 28,699人にまで減少すると推測されています。 

核家族化の進展により世帯数が増加を続けており、令和２年国勢調査では 15,800 世帯となっ

ています。１世帯あたりの人員は、平成７年で 3.36 人であったものが、令和２年では 2.57 人に

減少しています。 

   

 

 

第２章 計画策定の背景 
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国勢調査（各年10月１日現在）
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⑵ 年齢別人口 

人口の構成を年齢階層別でみると、年少人口は、出生率の低下により年々減少しており、今後

も減少するものと予想されます。生産年齢人口も、近年の少子化の影響や社会動態により減少す

るものと予想されます。 

一方、老年人口は平均寿命の伸長を反映し、増加し続けており急速に高齢化が進行していま

す。平成７年国勢調査では 18.0％であった老年人口の割合は、令和 7年には 36.0％、令和 27年

には 44.0％を超えると予想されます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 ※平成 27年度までは国勢調査、令和 7年以降の数値は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別

将来推計人口」（2023年 12月 22日公表資料） 

●年齢３区分別人口割合の推移と推計

H７年
(1995)

H17年
(2005)

H27年
(2015)

R7年
(2025)

R17年
(2035)

R27年
(2045)

年少人口 14.7 13.1 11.4 9.0 7.9 7.9
生産年齢人口 67.3 62.3 56.2 55.0 52.7 47.5
老年人口 18.0 24.5 32.5 36.0 39.3 44.6

県高齢化率 17.9 23.2 30.5 31.4 33.8 36 40.3
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２ 障がい者の現状 

⑴ 身体障がい者 

① 等級別身体障がい者数 

令和５年度末現在、本市で身体障害者手帳の交付を受けている人は 1,538人で、平成 26年度の

1,809人と比較して 271人減少しています。 

等級別では、１級が最も多く 410 人で、１～２級の重度が 41％、３～４級の中度が 48％、５

～６級の軽度が 11％となっています。 

 

 

  

●等級別身体障がい者手帳所持者の推移 (人)
　 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

１級 465 458 446 430 429 427 421 414 415 410

２級 261 258 249 255 254 259 249 238 230 225

３級 371 380 368 369 356 357 360 348 334 333

４級 490 471 475 455 462 451 436 435 411 397

５級 109 96 97 98 89 86 79 80 77 77

６級 113 104 111 112 115 113 108 100 92 96

計 1,809 1,767 1,746 1,719 1,705 1,693 1,653 1,615 1,559 1,538

●H26年度における等級別構成比 ●R5年度における等級別構成比
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② 障がい種別身体障がい者数 

障がい種別では、最も多いのが肢体不自由で令和５年度末で 802 人となっています。過去の推

移をみると、内部障がいは平成 26 年度から令和５年度までで 61 人増えて増加傾向にあります

が、、視覚、聴覚・言語障がい、肢体不自由は減少傾向にあります。 

 

 

  

  

●障がい別身体障がい者数 (人)
H26年度H27年度H28年度H29年度H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

視覚障がい 122 117 111 103 99 94 83 78 77 77

聴覚・言語障がい 162 150 155 157 154 150 153 150 145 150

肢体不自由 1,077 1,034 1,007 992 963 941 907 871 825 802

内部障がい 448 466 473 467 489 508 510 516 512 509

計 1,809 1,767 1,746 1,719 1,705 1,693 1,653 1,615 1,559 1,538

●H26年度における障がい別構成比 ●R５年度における障がい別構成比
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③ 年齢別身体障がい者数 

年齢別手帳交付者数では、18歳未満が 19人、18歳～65歳未満が 356人、65歳以上が 1,163人

で、65歳以上が 76％となっています。65歳以上の人の占める割合は、平成 26年度が 73％に対し

て、令和 5年度は 76％と高齢化が進んでいます。 

また、障がい別の年齢構成を見ると、特に内部障がいの高齢化が進んでいます。 

 

 

 

  

●年齢別身体障がい者手帳所持者の推移 (人)
　 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

１８歳未満 20 20 20 23 21 21 19 17 17 19

１８歳～６５歳未満 461 442 427 402 384 377 373 373 370 356

６５歳以上 1,328 1,305 1,299 1,294 1,300 1,295 1,261 1,225 1,172 1,163

計 1,809 1,767 1,746 1,719 1,705 1,693 1,653 1,615 1,559 1,538

●H26年度における年齢別構成比 ●R5年度における年齢別構成比

●R5年度における年齢・障がい別身体障がい者数 （人・割合）

視覚障がい 3 3.9% 23 29.8% 51 66.0%

聴覚・言語障がい 2 1.3% 35 23.3% 113 75.2%

肢体不自由 11 1.4% 190 23.6% 601 74.8%

内部障がい 3 0.6% 108 21.2% 398 78.1%

計 19 1.2% 356 23.1% 1,163 75.6%

１８歳未満 18歳～65歳未満 65歳以上 合計
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26%
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⑵ 知的障がい者 

令和５年度末の療育手帳所持者数は 324 人となっています。平成 26 年度から令和５年度の 10

年間で 41人増加しています。障がい等級別では、Ａ（重度）の人が 99人で 30.6％、Ｂ（中軽度）

の人が 225人で 69.4％となっています。年齢別では、Ａ、Ｂともに 18歳～65 歳未満の区分が増

加しています。 

  

●療育手帳所持者数の推移 (人)
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

Ａ 92 88 91 93 95 95 94 94 94 99

Ｂ 191 195 193 201 202 214 219 219 225 225

計 283 283 284 294 297 309 313 313 319 324

0

50

100

150

200

250

300

350

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
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Ａ

●年齢区分別療育手帳所持者数の推移 （人）
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

18歳未満 15 12 12 13 13 10 8 7 9 12

18歳～65歳未満 65 63 67 69 71 74 73 76 74 76

65歳以上 12 13 12 11 11 11 13 11 11 11

18歳未満 41 42 37 33 28 38 38 40 42 35

18歳～65歳未満 128 132 135 145 153 157 159 157 160 165

65歳以上 22 21 21 23 21 19 22 22 23 25

18歳未満 56 54 49 46 41 48 46 47 51 47

18歳～65歳未満 193 195 202 214 224 231 232 233 234 241

65歳以上 34 34 33 34 32 30 35 33 34 36

283 283 284 294 297 309 313 313 319 324計

Ａ

Ｂ

小計

0

50

100

150

200

250

300

350

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
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⑶ 精神障がい者 

令和５年度末の精神障害者保健福祉手帳の所持者は 327 人と年々増加傾向にあり、平成 26

年度と比較して約 1.8 倍に増加しています。等級別では特に３級の手帳所持者が著しく増加

しています。 

自立支援医療利用者は、令和２年度に新型コロナウイルス感染症の関係で一時的に減りま

したが、全体としては増加傾向が続いています。令和５年度は 548人で平成 26年度と比較し

て約 1.6倍となりました。 

 

 

 

 

 

  

●精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 （人）
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

１級 16 17 19 17 18 17 17 15 18 17

２級 132 137 135 155 165 172 189 188 183 194

３級 32 37 44 52 58 68 67 70 97 116

計 180 191 198 224 241 257 273 273 298 327
自立支援医療

利用者 338 396 411 462 476 494 288 534 561 548
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⑷ 発達障がい 

発達障がい児（者）数については、知的障がいや精神障がいの手帳を所持している人もいます

が、発達障がいであることに着目して手帳の対象となっているわけではないため、その正確な人

数は把握できていません。 

文部科学省が令和４年度に報告した調査結果（「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要

とする児童生徒に関する調査結果」）によると、全国の小中学校の通常学級に在籍する児童生徒の

うち、「学習面又は行動面で著しい困難を示す」とされた生徒の割合は、約 8.8％程度（平成 24年

度：約 6.5％程度）であるとされています。 

富山県では、発達障がい者等に対し相談等の支援を行う発達障害者支援センター「ほっぷ」を

設置し、発達障がいがある方が身近な地域で必要な支援が受けられる体制（ネットワーク）整備

を強化しています。発達障害者支援センターの 2022（令和４）年度の実支援人数は 307人で、延

相談件数は 1,212件となっています。 

 

⑸ 高次脳機能障がい 

高次脳機能障がいは、交通事故や病気等で脳に障がいを受けたことが原因で、注意力や記憶が

低下したり、感情のコントロールが難しくなるなどの症状が現れる障がいですが、症状の内容や

程度も多様であることから、正確な障がい者数の把握はできていません。 

富山県では、障がい当事者やその家族に対する専門的な支援等を目的として、富山県高次脳機

能障害支援センターを設置しています。2022年（令和４）年度の実相談件数は 230件、延相談件

数は 1698件となっています。 
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⑹ 難病 

平成 27 年１月に施行された「難病の患者に対する医療等に関する法律」において、難病とは、

発病の機構が明らかでなく、かつ治療方法が確立していない希少な疾患であって、当該疾病にか

かることにより長期の療養を必要とするものと定義しています。このうち、患者数が一定の人数

（人口の約 0.1％程度）を超えず、かつ客観的な診断基準が確率しているものは指定難病として

定められ、令和６年３月現在では、338疾病が対象となっています。富山県では、指定難病の患者

に対し医療費助成を行っており、特定医療費（指定難病）受給者証及び小児慢性特定疾病医療受

給者証の所有者数は、新川厚生センター魚津支所管内で令和５年度末で 380 人となっており、増

加傾向にあります。 

   

 
   ※新川厚生センター魚津支所    

  

●指定難病等受給者証所持者の推移
R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度

指定難病 295 325 319 333 350
小児慢性特定疾病 34 42 36 35 30
先天性血液凝固因子障がい等 3 4 4 4 4

295 325 319 333 350

34
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⑺ 障がい者の雇用 

民間企業における障がい者雇用については、全国的に見ても実雇用率は年々上昇傾向にありま

す。魚津公共職業安定所管内での雇用されている障がい者数は令和６年で 824 人であり、平成 30

年の 774人から 50人増加しています。 

 

 

  

●民間企業における障がい者雇用状況の推移 （各年６月１日現在）

年度 項　目 全　国 富山県 魚津公共職業安定所管内

企 業 数 100,586 1,080 115

算 定 基 礎 労 働 者 数 26,104,834.5 208,020.0 35,022.5

障 が い 者 数 534,769.5 4,235.0 774.0

実 雇 用 率 2.05 2.04 2.21

法定雇用率達成企業の割合 45.9 54.9 58.3

企 業 数 101,889 1,074 115

算 定 基 礎 労 働 者 数 26,585,858.0 210,441.5 35,079.0

障 が い 者 数 560,608.5 4,381.0 791.5

実 雇 用 率 2.11 2.08 2.26

法定雇用率達成企業の割合 48.0 56.1 63.5

企 業 数 102,698 1,057 110

算 定 基 礎 労 働 者 数 26,866,997.0 206,859.0 64,907.0

障 が い 者 数 578,292.0 4,409.0 793.0

実 雇 用 率 2.15 2.13 2.33

法定雇用率達成企業の割合 48.6 56.9 62.7

企 業 数 106,924 1,095 109

算 定 基 礎 労 働 者 数 27,156,780.5 207,931.0 34,418.5

障 が い 者 数 597,786.0 4,531.5 793.0

実 雇 用 率 2.20 2.18 2.30

法定雇用率達成企業の割合 47.0 54.1 59.6

企 業 数 107,691 1,072 109

算 定 基 礎 労 働 者 数 27,281,606.5 205,526.0 34,125.5

障 が い 者 数 613,958.0 4,599.0 812.0

実 雇 用 率 2.25 2.24 2.38

法定雇用率達成企業の割合 48.3 55.9 67.0

企 業 数 108,202 1,075 111

算 定 基 礎 労 働 者 数 27,523,661.0 204,711.0 32,929.5

障 が い 者 数 642,178.0 4,752.0 819.5

実 雇 用 率 2.33 2.32 2.49

法定雇用率達成企業の割合 50.1 55.6 67.6

企 業 数 117,239 1,165 114

算 定 基 礎 労 働 者 数 28,162,399.0 209,224.5 33,297.5

障 が い 者 数 677,461.5 4,940.5 824.0

実 雇 用 率 2.41 2.36 2.47

法定雇用率達成企業の割合 46.0 49.4 60.5

平成30年度

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和５年度

令和６年度
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３ 障がいのある人を取り巻く現状と課題 

 社会情勢の変化や障がい者施策に関する制度改正などにより、障がいのある人を取り巻く環

境も大きく変化してきています。こうした中、障がい者施策を進める上で主な課題として、次の

６項目が挙げられます。 

 

⑴ 障がい及び障がいのある人に対する理解の一層の促進 

障がい及び障がいのある人に対する理解は、徐々に広がっていますが、日常生活又は社会生活

において依然として障がいのある人に対する差別があると感じている人は多い状況にあります。 

全ての市民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合い

ながら共生する社会の実現や差別の解消等に適切に取り組んでいく必要があります。 

 

⑵ 多様な障がいに対する適切な対応 

発達障がい、高次脳機能障害、難病などは、その特性等が多様であり、障がいに対する正しい知

識を普及するとともに、富山県高次脳機能障害支援センターや新川厚生センター等との連携を図っ

ていく必要があります。 

 

⑶ 障がいのある人の高齢化や障がいの重度化・重複化への適切な対応 

人口の高齢化に合わせて障がいのある人の高齢化も進んできています。また、障がいの重度化及

び重複化、医療的ケアの必要性も増加しています。さらに、障がいのある人の介護をしている家族

の高齢化や「親なき後」の問題が指摘されています。こうした多様化する障がいのある人のニーズ

に適切に対応していく必要があります。 

 

⑷ 障がいのある人の地域生活を支援するサービス等の一層の充実 

住み慣れた地域で安心した生活ができるよう、相談支援体制や福祉サービス等の提供基盤の充実

や安全なまちづくりの整備が求められています。 

また、障がいのある人の地域生活を支援するボランティアの養成やボランティア活動の支援体制

の強化を図っていく必要があります。 

 

⑸ 障がいのある人の雇用・就労支援や工賃向上支援の充実強化 

障がいのある人が地域社会で自立していきいきと暮らせるよう、障がい者雇用対策に取り組んで

いく必要があります。また、障がいのある人の就労支援の充実と活性化を図るために雇用、福祉、

教育及び医療の連携強化を図ることが求められています。 

 

⑹ 障がいのある人の防災、感染症、防犯対策の推進 

障がいのある人は、大規模災害が発生した場合、避難所や福祉避難所における支援が必要なこ

とから、大規模災害に備えて防災体制を整備していくことが求められています。 

また、新型コロナ感染症を含む感染症への対応についても、感染症拡大時も障害福祉サービス

の継続が図られるよう、平時から感染対策マニュアル等を整備しておくことが必要です。 

さらに、障がいのある人は、防犯に関する通常のニーズを満たすのに特別の困難を有してお

り、また、犯罪や事故に遭う危険性が高く、不安感も強いことから、障がいのある人の気持ちに

配慮した施策の推進が必要です。 
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１ 基本理念 

  障がい者の自立と社会参加を基本とする障害者基本法の理念を踏まえ、だれもがそれぞれの地域に

おける役割を担い、お互いに人格と個性を尊重し合いながら、権利の主体である障がい者が住み慣れた

地域で自立して生活できる社会の実現を目指します。これを踏まえ、本計画では、次のとおり基本理念

を定めます。 

 

 

 

 

 

２ 障がい者の概念 

障害者基本法の規定に基づき、「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）、その他の心

身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当

な制限を受ける状態にあるもの」とします。 

 

３ 基本的視点 

諸施策を展開するにあたり、次の５つを各分野共通の視点とします。 

 

第３章 基本的な考え方 

だれもが、互いを尊重し、 

地域の一員として自立して生活できる社会の実現 

１ 障がい者本人の自己決定を尊重する 

 すべての人が、その能力を発揮しながら、自らの決定に基づき社会に参加する主体として尊重

し、自己実現を支援します。 

２ 障がい者等の自立した生活や意思決定を支援し、社会参加を促進する 

 障がいのある人等に対し、コミュニケーション手段選択の機会の拡大等に配慮するとともに、相

談支援体制の充実により、自らの意思で選択・決定し、主体性をもって社会に参加できるよう支

援します。 

３ 障がい者本位の総合的で切れ目のない横断的な支援を展開する 

 ライフステージに応じた支援を受けられるよう、多様なサービスの提供体制の充実を図ります。 

 福祉、保健、医療、教育、雇用等の各分野の連携の下、総合的かつ横断的な切れ目のない支援を

行います。 

 障がい保健福祉圏域間のサービスの均てん化、平準化を推進します。 

 障がいのある人のヤングケアラーを含む家族や介助者など関係者への支援を行います。 

４ 障がいの特性に応じたきめ細やかな支援を実施する 

 個々のニーズを的確に把握し、障がいの特性に応じた施策を推進します。 

 障がいのある子どもは、子ども特有の支援を行う必要があることに留意します。 

５ ハード・ソフト両面にわたる社会のバリアフリー化を推進する 

 物理的、社会的、制度的、心理的な障壁を除去し、だれもが安全に安心して生活できる環境を整

備するため、ハード・ソフトの両面からバリアフリー化を推進します。 
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 ４ 施策の体系 

３つの方針を基本として、施策を展開します。 

⑴　啓発・広報活動の推進

⑵　福祉教育の推進

⑶　地域でのふれあい・市民参加の促進

⑷　ボランティア活動の推進

⑴　障がいを理由とする差別の解消の推進

⑵　権利擁護の推進及び虐待の防止

３　コミュニケーション支援体制の促進 ⑴　情報バリアフリー化の推進

⑵　情報アクセシビリティの向上

⑶　コミュニケーション支援の充実

４　住みよい生活環境の整備 ⑴　暮らしやすい住まいの整備

⑵　人にやさしいまちづくりの整備

⑶　利用しやすい交通、移動手段の整備

５　安心して暮らせるまちづくりの推進 ⑴　交通安全対策の充実

⑵　防災対策の推進

⑶　防犯対策の推進

⑷　感染症対策の推進

⑸　消費者トラブルの防止

１　相談支援体制の整備 ⑴　自己決定の尊重及び意思決定の支援

⑵　地域における相談支援体制の充実

⑶　専門的な相談支援体制の充実

２　地域生活を支援するサービスの充実 ⑴　自立生活を支える支援の充実

⑵　多様な障がい等への対応

⑴　施設整備の基本的な考え方

⑵　施設機能の充実と地域生活支援への活用

４　質の高いサービスの提供 ⑴　障害福祉サービスの質の向上

⑵　福祉を支える人材の育成・確保・定着

５　保健・医療施策の充実 ⑴　障がいの原因となる疾病の予防・早期発見

⑵　保健・医療等の充実

⑶　リハビリテーション提供体制の充実

⑷　精神保健福祉施策の推進

⑸　保健・医療を支える人材の育成・確保

1　支援が必要な子どもへの教育等の充実 ⑴　特別支援教育の推進

⑵　教育相談体制の充実と生涯学習の推進

⑶　発達支援体制の充実

２　雇用・就労の促進 ⑴　障がいのある人の雇用促進・就労支援

⑵　福祉的就労の充実

３　社会参加活動の推進 ⑴　スポーツ・レクリエーション等の振興

⑵　文化芸術活動等の振興

⑶　障がい者団体等の活動への支援

⑷　社会参加促進事業等の推進

新たな魚津市障がい者基本計画施策の体系

Ⅰ　だれもが暮らし
　やすい環境づくり

1　障がいや障がいのある人に対する理解
　の促進

⑴　啓発・広報活動の推進
⑵　福祉教育の推進
⑶　地域でのふれあいの促進
⑷　ボランティア活動の推進

２　差別の解消、権利擁護の推進及び虐待
　の防止

⑴　障がいを理由とする差別の解消の促進
⑵　権利擁護の推進及び虐待の防止

⑴　情報バリアフリー化の推進
⑵　情報提供の充実
⑶　コミュニケーション支援の充実

⑴　暮らしやすい住まいへの支援
⑵　人にやさしいまちづくりの整備
⑶　利用しやすい交通、移動手段の整備
⑷　ユニバーサルデザインの普及・啓発

⑴　交通安全対策の充実
⑵　防災対策の推進
⑶　防犯対策の推進
⑷　消費者トラブルの防止

Ⅱ　個々のニーズに
　応じた支援づくり

⑴　自己決定の尊重及び意思決定の支援
⑵　地域における相談支援体制の充実
⑶　専門的な相談支援体制の充実

⑴　在宅サービス等の充実
⑵　多様な障がい等に対する対応

３　障がい者施設の整備の方向と施設機能
の充実・活用

⑴　施設整備の基本的な考え方
⑵　施設機能の充実と地域生活支援への活用

⑴　サービスの質の向上
⑵　福祉を支える人材の育成・確保・定着

⑴　障がいの原因となる疾病の予防・早期発見
⑵　保健・医療等の充実
⑶　リハビリテーション提供体制の充実
⑷　精神保健・医療施策の推進
⑸　保健・医療を支える人材の育成・確保

Ⅲ　自立と社会参加
　への基盤づくり

⑴　特別支援教育の推進
⑵　一貫した教育相談体制の充実と生涯学習の推進
⑶　地域療育の推進

⑴　障がいのある人の雇用促進・就労支援
⑵　福祉的就労の支援

⑴　スポーツ・レクリエーション等の振興
⑵　文化芸術活動等の振興
⑶　障がい者団体等の活動への支援
⑷　社会参加促進事業の推進
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【取組の方向性】 

すべての人が互いを尊重して支え合い、だれもが安心安全に暮らせる環境づくりを推進

するため、障がいや障がいのある人に対する理解の促進や差別の解消、障がいのある人の

自立と社会参加を支援するとともに、コミュニケーション支援、住まいや交通の整備、防

犯・防災対策の推進などに取り組みます。 

 

 

 

⑴ 啓発・広報活動の推進 

多様な障がいについて、その障がい特性や必要な配慮等に関する理解の促進を図ります。 

また、障がい福祉に関する情報提供、広報・啓発活動を推進します。 

 

   ・市広報誌、ホームページ等による障がい福祉に関する広報 

・「障害者週間」、「障害者雇用支援月間」等の啓発・広報 

・障がい福祉に関する講演会や街頭啓発活動の推進 

・障がい者用駐車スペース、視覚障がい者用誘導ブロック、補助犬等に対する市民の理解の促進 

・障がいのある人にかかわるマーク等の理解と普及啓発（ヘルプマーク、ヘルプカード等） 

・ユニバーサルデザインに関する情報発信  等 

 

⑵ 福祉教育の推進 

地域や学校における福祉教育を積極的に推進します。 

子どもや地域の人々の交流やボランティア活動を通して、地域や児童生徒の障がい福祉への理解を

促進します。 

 

・互いの違いを認め、尊重し合う心を育てる「心のバリアフリー」教育の推進 

・障がいのある子どもや地域の人々の交流、共同学習の機会の確保 

・福祉、ボランティア活動等に取り組む「社会に学ぶ『14歳の挑戦』」の実施 

・総合的な学習の時間等を活用した学校における福祉教育の推進 

・障がい福祉に関する理解を深める研修会や交流会の推進 

・魚津市地域精神保健福祉推進協議会の活動を通した精神 

保健福祉に関する知識の普及啓発 

  

第４章 計画の内容 

Ⅰ だれもが暮らしやすい環境づくり

１ 障がいや障がいのある人に対する理解の促進 

14 歳の挑戦による交流→ 
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⑶ 地域でのふれあい・市民参加の促進 

だれもがが地域の一員として地域活動へ参加することにより、日常的な交流・ふれあいを促進し、

福祉意識の向上を図るとともに、適切な役割分担のもとで、市民参加による福祉の推進を図ります。 

・魚津市障害者連合会と連携したスポーツ・レクリエーション大会の開催 

・身近な地域における障がい者、家族会、地域住民等の相互交流の機会の充実 

・障がいのある人が主体的に参加できる活動、取組み等の支援 

・コミュニティセンター等を活用した高齢者や障がい者等の交流、取組み等の支援 

・障害福祉サービス事業所等による研修会や交流会の開催に関する情報提供等 

・市や市社会福祉協議会による地域住民を対象とした障がい福祉に関する大会、講座等の開催 

・障がいのある人など地域住民のニーズを反映した魚津市地域福祉計画の推進 

・市民が手話や朗読支援等を学ぶ機会の確保 

 

⑷ ボランティア活動の推進 

地域のニーズに応じたボランティアの養成とボランティア活動に対する理解の促進、普及を図り、

ボランティア活動を推進します。 

・活動に必要な知識、技術（介護、手話、朗読等）を習得するための教室や研修会の開催 

・ボランティア活動や研修会等の情報提供 

・地域のニーズに応じたボランティアの養成、活動の推進 

・ボランティア活動への参加や活動の拠点としての 

ボランティアセンター（市社会福祉協議会）の機能強化 

 

 

⑴ 障がいを理由とする差別の解消の推進 

障がいに対する理解と障がいのある人への適切な配慮が行われるよう、市民、企業等への普及啓発

を図り、障がいを理由とする差別の解消を推進します。 

 

・市民、企業等への障がいのある人に対する差別の解消、 

合理的配慮の提供等に関する理解促進、普及啓発 

・相談、紛争の防止・解決のための体制の整備 

・「魚津市職員対応要領」に基づく適切な対応の実施、研修の実施 

 

⑵ 権利擁護の推進及び虐待の防止 

障がい者の権利と尊厳を守るため、障がいのある人の意思決定の支援、人権が尊重される社会づ

くりの推進、虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応に努めます。 

 

・障がい者の人権への配慮、虐待の防止に関する人権教育、広報啓発の推進 

・虐待の未然防止、迅速な対応を図るための相談体制、緊急連絡体制の充実・整備 

・魚津市障がい者虐待防止センターによる保護及び自立の支援措置、養護者への指導の実施 

・関係機関、団体等との情報共有、連携強化 

・成年後見制度（後見・保佐・補助）の普及・啓発 

・自己決定の尊重を前提とした成年後見制度の適切な利用の促進  

障害者差別解消法では、 
「不当な差別的取り扱い」 
「合理的配慮をしないこと」 

が差別になります。  

２ 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

 
ボランティアに関する 
相談受付・団体の登録を 

行っています。 
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⑴ 情報バリアフリー化の推進 

   障がい者が地域で快適な生活を営むため、だれもが生活に必要な情報を自由に利活用できるよう

情報のバリアフリー化を推進します。 

 

・障がい者の情報リテラシー（情報活用・操作能力）の向上推進 

・障がい者への ICT（情報通信技術）講習やパソコン教室等の開催情報の提供 

・障がい者の情報機器に関する相談・援助を行う障害者ＩＴ推進員の派遣事業の周知、活用 

・障がいの特性に応じた適切な情報提供の実施 

・様々な情報の自由な利活用のためのオープンデータの推進 

 

⑵ 情報アクセシビリティの向上 

障がいのある人が、障がい福祉やその他必要な情報を容易に取得できるよう、提供する情報の内容

やその方法を検討し、情報提供の充実を図ります。 

 

・市広報誌、ケーブルテレビ等の広告媒体を活用した障がい福祉情報の提供 

・音訳又は点訳した市広報誌等の提供 

・障がいのある人も利用しやすい市のホームページの提供 

・公共施設等のバリアフリー情報の提供 

・「とやまバリアフリーマップ」の周知・活用 

・職員を対象とした研修（手話講座等）の受講の促進 

・行政サービス窓口におけるコミュニケーションの円滑化の推進 

・点字図書、朗読図書、字幕（手話）入りライブラリー等の提供サービスの充実 

・障がい特性に応じた選挙等に関する情報提供、投票所における合理的配慮、投票環境の向上等 

 

⑶ コミュニケーション支援の充実 

障がいのある人が点字、音声、手話、要約筆記、触手話、指点字、代読、その他のコミュニケーシ

ョン手段を選択する機会を確保できるよう、コミュニケーション支援の充実を図ります。 

 

・点字、手話、要約筆記等のコミュニケーション支援に対する理解の促進 

・コミュニケーション支援を利用しやすい環境整備の促進 

・手話通訳者、要約筆記者等の派遣 

 （市町村域を越える派遣の場合、県と協力して実施） 

・コミュニケーション支援機器の活用の検討 

・障がいのある人への手話等の習得に関する情報提供、機会の確保 

  ・点字器、補聴器等のコミュニケーション支援用具の購入補助 

・朗読奉仕員、手話奉仕員等の養成 

・点訳奉仕員、盲ろう者向けの通訳・介助員等の養成に関する 

情報の提供 

   

３ コミュニケーション支援体制の促進 

 
 
 
 
 
 
 

手話マーク 

手話で対応できることを 
伝えるマーク 

★とやまバリアフリーマップ 
（http://bfmap-toyama.jp） 
 
富山県内の主な施設のバリア
フリー設備整備状況を紹介し
ています。 
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★例「ピクトグラム」 
何らかの情報や注意を 
誰にでも伝わりやすい 
デザインで伝える 
視覚記号（サイン） 
            ↑トイレ 

 

 

⑴ 暮らしやすい住まいの整備 

  障がいのある人が地域社会で自立した生活を営み、自由に活動するために必要となる住まいの確

保・整備を支援します。 

・在宅重度障害者住宅改善費助成事業等による住宅のバリアフリー化の推進 

・障がいのある人が地域で暮らせるグループホーム等の整備に対する支援の検討 

・市営住宅における障がい者世帯への配慮の実施 

・障がい者世帯への公的賃貸住宅や民間賃貸住宅等の情報提供 

 

⑵ 人にやさしいまちづくりの整備 

障がいのある人が日常生活に必要とする施設等のバリアフリー化を進め、市民の障がいに関する

理解を促進し、障がい者、高齢者、児童等すべての人が暮らしやすい福祉のまちづくりを整備しま

す。 

 

・公共施設のバリアフリー化の推進（トイレ、スロープの整備等） 

・ユニバーサルデザインのまちづくりを推進 

・ユニバーサルデザインに関する情報提供、周知 

・民間事業者等への施設のバリアフリー化の理解促進 

・障がいに関するマークの理解、普及啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 利用しやすい交通、移動手段の整備 

   障がいのある人の日常生活を支え、自発的な外出や活動を支援するため、障がいのある人に対応し

た利用しやすい交通・移動手段を整備します。 

 

・歩道の整備、段差解消、エスコートゾーンの設置推進 

・富山県ゆずりあいパーキング利用証制度や障がい者用駐車 

スペースの確保、普及・啓発 

・視覚障がい者用誘導ブロック等の設置推進 

・低床バス、車いす対応車両等の移動手段の整備促進 

・福祉タクシーやユニバーサルデザインタクシー等の多様なニーズ 

に対応した地域交通サービスの推進 

・身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）の理解促進 

・障がい者の自動車運転免許取得、自動車改造費の支援 

・障がい者に対する公共交通機関等の割引制度の周知  

ほじょ犬マーク 
 
 
 
 
 
 
身体障害者補助犬(盲
導犬、介助犬、聴導犬)
同伴の啓発のためのマ
ーク 
 

４ 住みよい生活環境の整備 

オストメイトマーク 

人工肛門・人工膀胱を造設している人 
（オストメイト）のための設備がある 
ことを表すマーク 

ハート・プラスマーク 

身体内部（心臓、呼吸機能、じん臓、 
膀胱・直腸、小腸、肝臓、免疫機能） 
に障がいがある人を表すマーク 

ヘルプマーク 

周囲へ援助や配慮を 
必要とすることを 
知らせるマーク 
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⑴ 交通安全対策の充実 

障がいのある人の安全性及び利便性を向上させるよう交通安全対策の充実を図ります。 

 

・幅の広い歩道、視覚障がい者用誘導ブロック、 

エスコートゾーンの計画的な推進 

・交通安全協会等関係機関・団体と連携した巡回訪問 

 指導、保護誘導・実施指導 

・地域における住民への交通安全啓発 

・交通安全施設の整備、駐車対策の推進 

 

 

⑵ 防災対策の推進 

障がいのある人の災害時や避難後の安全を確保するため、災害に備えた防災対策を推進します。 

 

・地域共助による支援体制づくり 

・支援を要する住民への個別避難計画の作成推進 

・実践的で、実効性のある防災訓練の実施 

・災害への備えや防災意識の啓発、情報提供 

・避難所での障がいに対する理解、配慮促進 

・福祉避難所の確保・充実 

・社会福祉施設等における防災対策の促進支援 

・ひとり暮らし高齢者や障がい者等への除排雪支援 

 

 

⑶ 防犯対策の推進 

障がいのある人が安心して生活できるよう、警察や地域、行政が連携した防犯対策を推進します。 

 

・「コミュニケーションボード」活用の周知 

・警察への緊急通報手段（ファックス 110番・メール 110番）の周知 

・緊急通報手段の周知（消防本部：Net119、海上保安庁：NET118） 

・防犯意識向上のための啓発、広報 

・地域住民の巡回パトロールや企業、事業所の見守り等の活動支援 

・警察、地域、行政等の連携による防犯体制の強化 

・障がい者向けの福祉電話の貸与、通信装置等の購入補助 

 

 

 

 

 

 

 

５ 安心して暮らせるまちづくりの推進 

★エスコートゾーン 

 

    ←横断歩道上の 

誘導ブロック 

 

視覚障がい者向けに、横断歩道を安全に

渡るための誘導ブロックを設置したもの 

○○○
○○○
○○○
○○○
○○○
○○○
○○○
○○○
○○○
○○○
○○○
○○○
○○○
○○○
○○○
○○○
○○○
○○○
○○○
○○○

 

防災ハザードマップから、 
あらかじめ、身近な避難場所を 
確認しておきましょう。 
※魚津市ホームページで 
確認できます。 

★Net119・NET118 
 
聴覚・言語機能障がいを
もつ方を対象とした、緊
急通報システム。スマー
トフォン等の操作によ
り通報することができ
ます。（事前登録が必要） 
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⑷ 感染症対策の推進 

コロナ禍での経験を踏まえ、継続的な障害福祉サービスを提供できるよう平時から感染対策マニュ

アルや事業継続計画等の作成を支援します。 

 

・感染対策マニュアルや事業継続計画等の作成支援 

・感染防止対策の徹底 

・感染症拡大防止に対する市民の意識啓発 

・クラスター等が発生したときの事業所間の連携体制の構築 

 

 

⑸ 消費者トラブルの防止 

障がいのある人が消費者トラブルに巻き込まれることがないよう、消費者としての利益擁護や意識

向上に努めます。 

 

・「くらしの安心ネットとやま」による関係機関の情報共有、連携強化 

・消費者教育の推進 

・消費生活情報の提供、普及啓発 

・消費生活相談窓口の設置 

・多様化・複雑化する相談に対応できる消費生活相談員等の資質向上 
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【取組の方向性】 

障がいのある人が住み慣れた地域で自立した日常生活や社会生活を営むことができる

よう、相談支援体制や障がいの特性を踏まえた質の高い福祉サービスを受けることができ

る体制の整備を推進するとともに、福祉との連携を考慮しながら、障がい者に対する適切

な保健、医療サービス等の充実を図ります。 

 

 

 

⑴ 自己決定の尊重及び意思決定の支援 

障がいのある人が自らの意思と責任において自らの生活を営むため、障がい者本人を主体とした自

己決定を尊重し、意思決定の支援を推進します。 

 

・判断能力が十分でない人に対する福祉サービスの利用援助、相談支援の充実 

・利用者の意向、適性、障がい特性に配慮したサービス支援体制の充実 

・障がい福祉等に関する情報の提供、周知、広報 

・成年後見制度の普及啓発 

 

⑵ 地域における相談支援体制の充実 

障がいのある人の地域での自立した生活を支え、乳幼児期から高齢期に至るまでのライフステージ

に応じた総合的な相談支援を行うため、身近な地域における相談支援の充実と相談支援に従事する人

材の育成に努めます。「断らない相談支援」のほか、「参加支援」「地域づくりに向けた支援」に一体

的に取り組む重層的支援体制整備事業を推進します。 

 

① 身近な相談支援の充実 

・新川地域自立支援協議会を中心とした相談支援体制の充実、強化 

・複合・複雑化した支援ニーズに対する包括的相談支援体制の整備 

・障がい者の権利擁護に係る相談窓口「障害者 110番」の周知 

・日常生活自立支援事業の周知、利用促進 

・障がい者本人や家族の交流、相談のための事業の推進 

・同じ障がいをもつ仲間による相談活動（ピアカウンセリング）、自助グループ等の育成支援 

・メンタルヘルスサポーター、ピア・フレンズ等による相談活動支援 

 

 

Ⅱ 個々のニーズに応じた支援づくり

１ 相談支援体制の整備 

★ピア・フレンズ、サポーター 
当事者やその家族がピア（仲間）として、同じ問題を抱える人の悩み
や不安などを共有し、共に考え、支援（サポート）を行うもの。 

★成年後見制度 

認知症高齢者等判断能力が不十分な人を支援し、その人の権利を守るため、財産管理や身
上監護（医療契約、住居に関する契約、介護契約）を代理権等が付与された成年後見人等
が行う制度です。家庭裁判所が成年後見人等を選任する「法定後見」と、判断能力が不十
分な状態になったときに備えてあらかじめ本人が後見人を選ぶ「任意後見」があります。 
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ご相談・お問い合わせ先 
まずは、身近な相談機関へ 

② 相談支援を行う人材育成 

・相談支援従事者の養成、資質向上にかかる取組みを支援 

・地域の中核的な役割を担う主任相談支援専門員の養成 

・身体障害者相談員、知的障害者相談員、精神障害者家族相

談員等への研修の充実、活動の周知 

・相談員同士の情報交換の機会となる研修等の情報提供 

・民生委員・児童委員が地域福祉ニーズに対応していくため

の研修等の機会の確保、情報提供 

 

 

 

 

名称 住所 電話 

魚津市障害者生活支援センター 魚津市大光寺 1235 0765-23-5260 

障害者社会復帰センターあゆみの郷サポート新川 魚津市立石 205-2 0765-23-0009 

ひゞき計画相談支援事業所 魚津市仏田 3468 0765-22-8843 

相談支援センターヴィストうおづ 
魚津市駅前新町 11 番 17

号大同林業駅前ビル１階 
090-2838-0503 

児童発達支援センターつくし学園 魚津市大海寺野 1377 0765-24-3240 

魚津市社会福祉課 魚津市釈迦堂 1-10-1 0765-23-1005 

魚津市障がい者虐待防止センター （社会福祉課福祉係） 0765-23-1005 

魚津市地域包括支援センター  （社会福祉課内） 0765-23-1093 

富山県新川厚生センター魚津支所 魚津市本江 1397 0765-24-0359 

魚津公共職業安定所 魚津市新金屋 1-12-31 0765-24-0365 

 

 

⑶ 専門的な相談支援体制の充実 

障がいのある人が専門的な相談や支援を受けられるよう、関係する専門機関との連携を強化し、専

門的な相談支援体制の充実を図ります。 

 

・相談支援事業所、行政機関等における相談支援体制の充実 

・基幹相談支援センターの設置に向けた取組みなど総合的・専門的な支援体制の充実 

・児童発達支援センターつくし学園を中心とした発達障がい児（者）及び家族に対する総合的支援

の充実 

・富山県高次脳機能障害支援センター等関係機関と連携した高次脳機能障がいに関する普及啓発、

相談支援の充実 

・富山県新川厚生センター魚津支所等関係機関と連携した難病患者等に対する相談支援の充実 

・新川障害者就業・生活支援センター等関係機関と連携した就業、社会生活等の支援の推進 

・魚津市障がい者虐待防止センターを中心とした障がい者に対する虐待等に関する相談支援の充実 

・医療的ケア児等支援センター等関係機関と連携した医療的ケアが必要な障がい児及びその家族に

対する相談支援の充実 
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⑴ 自立生活を支える支援の充実 

   障がいのある人が住み慣れた地域で自立し、安心して日常生活や社会生活を送ることができるよ

う、障がいのある人の生活の質の向上や自立の促進、身体の機能の維持向上や家族の介護負担の軽

減を図るため、地域生活を支えるサービスの充実、福祉機器の活用、制度の周知に努めます。 

 ●障がい者（児）を対象とした障害福祉サービス 

          

　　　

　    　          ●専門性の高い相談支援　　　　　　　　　　　　    ●専門性の高い意思疎通支援を

                    ●広域的な対応が必要な事業                　　   　　　   行う者の養成  ・  派遣

                    ●人材育成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ●意思疎通支援を行う者の広域的な

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡調整、派遣調整　等

介護給付

●居宅介護（ホームヘルプ）

●重度訪問介護

●同行援護

●行動援護

●重度障害者等包括支援

●短期入所（ショートステイ）

●療養介護

●生活介護

●施設入所支援

自立支援給付 訓練等給付
●自立訓練

●就労選択支援

●就労移行支援

●就労継続支援

●就労定着支援

●共同生活援助

　（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ）

●自立生活援助

障

が

い

者

 ・

児

自立支援医療
●更生医療　　●育成医療

●精神通院医療※

※実施主体は都道府県等

補装具

地域生活支援事業

●理解促進研修･啓発　      　　　　　　　　           　　　　  　●日常生活用具の給付又は貸与

●自発的活動支援　　　　　　　　　　　　　　　　                   ●手話奉仕員養成講座

●相談支援　　　　                                        　　　　               ●移動支援

●成年後見制度利用支援　　　　　　　　　　                       ●地域活動支援センター

●成年後見制度法人後見支援　　　　　　　                       ●その他必要な支援

●意思疎通支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

支援

市町村

都道府県

地域相談支援給付
●地域移行支援

●地域定着支援

　　　　　　　●児童発達支援　　　　　　　　●居宅訪問型児童発達支援

　　　　　　　●放課後等デイサービス　　  ●保育所等訪問支援

　　　　　　　●福祉型障害児入所施設※　●医療型障害児入所施設※　　※実施主体は都道府県等

　　児童福祉法による障がい児を対象としたサービス

地域生活支援事業

２ 地域生活を支援するサービスの充実 
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① 地域生活支援の充実 

・地域共生の理念の普及・啓発 

・地域共生型福祉拠点の整備促進 

・多様な福祉ニーズに対応した包括的支援体制の構築推進 

・関係機関と連携したケアネット活動等による地域福祉の推進 

・「相談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向けた支援」の３つの支援を一体的に実施できる包括

的支援体制の構築 

・新川地域自立支援協議会との連携による地域生活支援拠点等の面的整備の推進 

 

② 在宅サービスの充実 

・居宅介護、日中一時支援事業、児童発達支援等のサービスの充実  

・同行援護や行動援護等のサービス提供体制の強化 

・自立の促進、生活の改善のための日中活動系サービス（ショートステイ、生活介護等）の充実 

・居住支援系サービス（グループホーム）の整備に向けた取組みの支援 

・障がい児が身近な地域で必要な支援を受けられるための体制整備 

・地域の実情に合わせた地域生活を支援するためのサービスの充実 

・他制度、他施設との連携による効果的な福祉サービスの提供 

・医療機関、相談支援機関等と連携した支援の実施 

・障害福祉サービス、介護保険サービス等に関する情報提供 

 

③ 障がい者の家族への支援 

・短期入所（ショートステイ）や障害児通所支援、重症心身障害児（者）レスパイトサービス事業

等の促進、情報提供 

・障がい児の保護者に対する健康相談、療育相談、レクリエーション等による健康回復等支援 

・障がいのある子どもの放課後等の活動の場の確保 

・障がい者団体への活動支援による家族同士の交流の促進 

・障がいのある人等の家族団体の組織化の促進、地域との連携を深める活動の支援 

・障がい児、障がい者の保護者の高齢化を踏まえた社会的支援の促進 

・障がい等への適切な対応をするための研修やセミナー等の機会の確保、情報提供 

・若年介護者であるヤングケアラーへの支援 

 

 

④ 福祉機器・各種障がい関係制度の普及促進等 

・各種福祉（介護）機器、福祉用具に関する情報の提供 

・在宅重度障害者住宅改善事業による住宅改善の支援 

・補装具や日常生活用具の給付、貸与又は借受けの実施 

・公的年金制度、各種手当制度の周知 

・富山県心身障害者扶養共済制度の周知 

・税制面の各種減免措置、生活福祉資金の貸付制度等の周知 

・障がい等による公共施設、公共交通機関等の割引制度等の周知 

  

★地域共生型福祉拠点 
 
高齢者、障がい者、子どもなど
が年齢や障がいの有無にかか
わらず共に集い、互いに支え
合いながら地域で生活するた
めの拠点となる場のこと。 
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⑵ 多様な障がい等への対応 

発達障がい、高次脳機能障がい、難病、医療的ケアなど、多様な障がい、複合的な障がいについて、

正しい知識の普及や障がいの特性に応じた専門的な相談・支援体制の整備を図ります。 

 

① 発達障がい 

・医療、福祉、保育等の関係機関と連携して、発達障がいの早期発見、早期支援に努めます。 

・乳幼児健診や発達相談等の充実に努め、早期療育へつなげます。 

・発達障がい児（者）及びその家族を総合的に支援するよう努めます。 

・発達障がい児（者）に対する地域の支援体制の強化の支援に努めます。 

・発達障がいを含む障がいのある子どもについて、学校内における支援体制を充実します。 

・保育に特別な配慮を必要とする児童へ適切に対応できるよう、保育士等の研修の受講等を支

援します。 

・乳幼児期から高齢期までの切れ目のない一貫した支援体制のさらなる整備を図ります。 

・保健師等への研修により、早期発見、療育支援技術の向上に努めます。 

★発達障がいとは 

生まれつき脳の一部の機能に障がいがあるために発症するもので、主に自閉症スペクトラム

障害、学習障がい、注意欠陥多動性障害などが挙げられます。複数の障がいが重なって現れる

こともあり、障がいの程度や年齢（発達段階）、生活環境などによっても症状や特性が異なりま

す。 

 

② 高次脳機能障がい 

・関係機関と連携し、高次脳機能障がい（児）者に対する相談・支援の充実を図ります。 

・高次脳機能障がいに対する理解の普及啓発に努めます。 

★高次脳機能障がいとは 

病気や事故などのさまざまな原因で脳が部分的に損傷したことにより、言語・思考・記憶な

どの知的な機能の一部に障がいが起こる状態を言います。注意障がいや記憶障がいといった症

状が現れていても、外見からはわかりにくく、本人が十分認識できない場合や周囲の理解が得

にくい場合があります。 

 

③ 難病 

・難病患者に対し、障害福祉サービスの制度やその利用について普及啓発に努めます。 

・関係機関と連携し、難病患者等に対する相談・支援の充実を図ります。 

★難病とは 

発病の原因が明らかでなく、治療方法が確立していない希少な疾患で、長期の療養を必要と

するものです。このうち、患者数が一定の人数（人口の約 0.1％程度）を超えず、客観的な診

断基準が成立しているものは指定難病として定められています。 

 

④ その他 

・多様な障がい等に対して、その特性に応じた適切な対応を検討します。 

・多様な障がい、複合的な障がい等について、正しい知識の普及や障がいの特性に応じた相談・

支援の充実を図ります。 

・制度に位置付けられていない様々な障がい等について、適切な対応を検討します。 
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障がい者が地域で生活するために必要となるグループホームや就労継続支援事業所などの生活や活動

の場を充実させ、入所を必要とする障がい者のための入所施設の定員維持を図るとともに、施設の持つ専

門性を踏まえて、地域における施設機能のあり方について検討します。 

 

⑴ 施設整備の基本的な考え方 

・入所施設の整備については、市内の実情を踏まえ、真に必要なものに限定します。 

・日中活動の場（生活介護事業、就労継続支援事業、地域活動支援センター等）や住まいの場（グル

ープホーム）のバランスに配慮しつつ整備の支援に努めます。 

 

 ⑵ 施設機能の充実と地域生活支援への活用 

・施設入所者の高齢化や障がいの重度化・重複化に適切に対応し、生活の質の向上を図るため、相談

支援体制の充実を図ります。 

・職員の生産性の向上を図るため、ICT機器や介護ロボットなどの情報提供に努めます。 

・「親亡き後」を見据えた、障がい者の生活を地域全体で支えるための地域生活支援拠点等の体制整

備を推進します。 

・障がい者支援施設と連携し、その専門的機能が活用できるよう障がい者の地域生活を支援します。 

・高齢の障がいのある人等がなじみのサービスを継続できるよう共生型サービスの推進に努めます。 

 

 

⑴ 障害福祉サービスの質の向上 

   多様化する福祉ニーズに対応し、障がい者に質の高い福祉サービスを提供するため、サービス提供

事業者･施設のサービスの質の向上に努めます。 

・利用サービス選択のための適切な情報提供 

・個人情報の適切な管理、プライバシー保護の推進 

・サービス提供事業者の確保、充実 

・施設等における苦情解決体制の充実 

・障がいの特性等に配慮したサービス提供体制の充実、支援 

・サービス提供事業者等の自己評価、第三者による客観的評価の実施促進 

 

⑵ 福祉を支える人材の育成・確保・定着 

障がいの特性や複合的な悩みに応じたきめ細やかなサービスを提供するため、関係機関と連携を強

化し、障害福祉サービスを支える人材の確保や資質の向上を図ります。 

・手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向けの通訳・介助員等の養成にかかる情報の提供 

・若者等への介護・福祉の魅力 PR（「14歳の挑戦」等）による福祉分野への参入促進 

・障害福祉サービス事業所等への研修、講習等の情報提供 

・社会福祉分野への従事を希望する者への研修、就業情報等の提供 

・聴覚障がい者を支援する手話奉仕員、朗読奉仕員の養成 

・介護サポーター（助手）、ボランティア等の育成、研修情報の提供  

３ 障がい者施設の整備の方向と施設機能の充実・活用 

４ 質の高いサービスの提供 
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⑴ 障がいの原因となる疾病の予防・早期発見 

障がいの原因となる疾病等の早期の予防や治療、障がいの早期発見のため、妊娠期からの母子保健

対策を推進し、ライフステージに応じた健康管理・予防を行うなど、保健対策を推進します。 

 

① 母子保健対策の推進 

・妊産婦、乳幼児、児童の健康診査等による疾病や障がい 

（発達障がいを含む。）の早期発見 

・医療機関と連携した健康診査、訪問、相談指導等の推進 

・妊娠、出産、育児に関する正しい知識の普及、子育て支援 

・関係機関と連携した早期治療・療育支援の推進 

・障がい児とその保護者に対する育児相談体制の充実 

・母子保健推進員による地域ぐるみの支援体制の充実 

 

② 成人・高齢者の予防事業の充実 

・健康教育、健康相談等による疾病の早期発見・早期治療の推進 

・生活習慣病の予防や改善を目的とした各種教室や健康相談等の充実 

・健康づくりに関する正しい知識の普及啓発 

・高齢者の介護予防や認知症予防のための健康づくり事業の推進 

・うつ病予防等の心の健康づくりに関する知識の普及啓発 

 

⑵ 保健・医療等の充実 

障がいのある人や医療的ケアを要する障がいのある子どもが、身近な地域で心身の状況に応じた適

切な保健、医療、福祉等の支援を受けられるよう、在宅医療の体制整備、健康診査、相談体制等の充

実を図り、適切な保健・医療サービスが提供される体制の整備を推進します。 

 

・かかりつけ医を中心とした地域の医療連携の推進 

・腎臓、眼球の提供登録、臓器提供意思表示カード（ドナーカード）等の普及啓発 

・医療機関の情報を提供する「とやま医療情報ガイド」の周知、活用促進 

・医療機関における障がい特性に応じた必要な合理的配慮に対する理解の促進 

・医療的ケア児への医療、訪問看護の充実等による在宅医療の体制整備推進 

・介護関係者が連携した医療・介護サービスの提供体制の整備推進 

・自立支援医療制度や公費負担医療制度などの医療費助成制度等の周知・普及 

・疾病についての知識、日常生活における留意事項などの普及啓発 

・保健・医療・福祉関係機関のネットワークづくり 

・関係機関と連携した医療相談、療育相談、家族交流会の実施 

・療育相談会、研修、講演会等の情報提供 

 

  

５ 保健・医療施策の充実 

 
 
 
 
 
 
マタニティマーク 
妊産婦であることを示し、
周囲が配慮しやすくなり、
妊産婦にやさしい環境づ
くりを推進するもの。 
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⑶ リハビリテーション提供体制の充実 

リハビリテーションを必要とする方が急性期から回復期、維持期（生活期）に至るまで、必要なリ

ハビリテーションを受けられるよう提供体制の充実を図ります。 

 

・患者の症状に応じたリハビリテーションを行う体制整備の推進 

・医療機関等の連携による地域リハビリテーションの推進 

・身体に障がいのある人を対象とする障害福祉サービス（機能訓練）の充実 

・在宅での訪問看護や訪問リハビリテーション等の提供による地域生活の支援 

 

⑷ 精神保健福祉施策の推進 

心の健康の問題に対して、精神障がいに関する知識の普及啓発を図り、心の健康づくりのための精

神保健福祉施策を推進します。また、高齢化に伴う認知症や若年性の認知症に対する施策を進めます。 

 

・心の健康づくりに関する普及啓発、相談支援体制の充実 

・様々なストレスに対する包括的な支援によるメンタルヘルス対策の推進 

・保健、医療、福祉、雇用の地域関係機関等によるネットワークづくりの推進 

・民間団体、ピア・フレンズ等の活動支援等による精神障がいの早期発見、早期対応 

・関係機関と連携したひきこもり、自殺防止、うつ病等への対策の充実・強化 

・若者への自殺防止対策、企業への取組支援等による総合的な自殺防止対策の推進 

・自立支援医療費制度の活用による在宅患者の治療の支援 

・精神科医療の緊急相談窓口「精神科救急情報センター」（24時間対応）の周知 

・認知症サポーターの養成等による認知症に関する正しい知識の普及・啓発、認知症の早期発見・

早期対応の促進 

・保健、医療、福祉、雇用などの地域ネットワークによる認知症支援体制の充実 

・認知症初期集中支援チームの機能の強化 

・若年性認知症に関する相談や就労・社会参加支援の実施 

・精神障がい特性の早期発見・早期対応に向けた小中学校での理解を深める活動への働きかけ 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑸ 保健・医療を支える人材の育成・確保 

   障がいのある人が安心して地域生活を送れるよう、適切な保健サービス、医療、リハビリテーショ

ンの提供を行う人材を確保するため、関係機関との連携を図るとともに、保健・医療に関する研修会、

セミナー等の情報提供に努めます。 

 

  

★精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステム 
 
精神障がい者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、
障がい福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確保された地域
包括ケアシステムの構築に向けて取り組みます。 
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【取組の方向性】 

障がいのある子どもの能力や可能性を最大限に伸ばし、自立し社会参加するために必要

な力を培うため、一人一人の障がいの状態に応じきめ細かな教育や発達支援を行うととも

に、障がい者がその能力と適性に応じて仕事ができるよう雇用・就労の促進や社会参加の

推進に取組みます。 

 

 

 

⑴ 特別支援教育の推進 

共生社会の実現に向けて、インクルーシブ教育システムの理念を踏まえ、すべての子どもが共に学

ぶことができ、個別の教育的ニーズに応じた適切な指導・支援のもと、合理的配慮が提供されるよう

特別支援教育を推進します。 

 

・共生社会の理念や子どもの教育を受ける権利等に関する理解啓発の推進 

・教育的ニーズと必要な支援を踏まえた就学先決定に係る支援の実施 

・スクールカウンセラーや特別支援コーディネーター等の指導助言に基づく合理的配慮の提供 

・多様な学びの場（通常の学級、通級指導、特別支援学級、特別支援学校等）の充実 

・学校内の支援体制の整備（校内委員会の充実、特別支援スタディメイトや学習支援員の配置等） 

・個別の教育支援計画、指導計画の作成及び活用による社会的自立への支援 

・教育施設のユニバーサルデザイン化の推進（トイレ改修、手すりの設置等） 

・医療的ケアを必要とする児童生徒の受入れに向けた体制の整備 

・交流や共同学習を通した「心のバリアフリー」教育の推進 

・教育機関等における障がい児の教育に必要な教材備品等の整備 

・障がい児を対象とした補聴器等の購入補助 

Ⅲ 自立と社会参加への基盤づくり 

１ 支援が必要な子どもへの教育等の充実 

★インクルーシブ教育 

さまざまな違いや課題を越えて、すべての子
どもが共に学び合う教育のこと。 
⇒障がい児に必要な教育環境の整備、障がい
児への合理的配慮の提供、一般的な教育制
度から障がい児を除外しないことが必要
です。 

★医療的ケア児 

人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たん吸引
等の医療的ケアを日常的に必要とする子
どものこと。 
⇒医療的ケア児とその家族への支援には、
医療、福祉、教育等の多職種連携が必要
不可欠です。 

★児童発達支援センターつくし学園 

乳幼児期の発達に不安のある子どもたちの発達支援 

を行っています。お子さんの困り感、ご家族の思い 

に寄り添いながら小集団の中での支援や、お子さん 

の通園している保育園等に出向いての支援など一人 

一人の発達段階に応じた支援を行います。 

TEL 0765-24-3240 
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⑵ 教育相談体制の充実と生涯学習の推進 

障がいのある子どもの一人一人のニーズを把握し、自立や社会参加に向けた主体的な取り組みを支

援するため、教育相談体制の充実と生涯学習の推進を図ります。 

 

① 就学前からの教育支援体制の充実 

・個別にふさわしい教育を推進するための就学相談、 

教育相談体制の充実 

・市特別支援教育コーディネーターを中心とした 

相談機能、体制の充実 

・教育機関、教育内容等に関する情報提供 

・学校見学会や就学に関する相談会等の開催 

    

② 生涯学習の推進 

・障がい者の学習機会の拡充 

・各種教養講座、講演会等の情報提供の充実（点訳・音訳広報による開催案内等） 

・障がい者の学習活動を支援するための手話奉仕員・朗読奉仕員の養成 

・障がい者が気軽に参加できる生涯学習環境の整備（会場のバリアフリー化、手話通訳者の派遣等） 

   ・市立図書館における大活字図書や朗読 CD等の提供の充実 

 

⑶ 発達支援体制の充実 

個別の教育的ニーズや障がいの特性に応じたきめ細やかな支援を乳幼児期から成人期まで一貫して

行うため、地域における継続的な発達支援体制の充実を図ります。 

 

① 地域における発達支援体制の充実 

・障害福祉サービス等の充実と教育保健・医療・福祉・労働等の各分野の連携により乳幼児期から

成人期まで一貫して受けられる支援体制の整備 

・児童発達支援センターつくし学園における障がいの多様化に対応する専門的機能の強化 

・児童発達支援センターつくし学園と事業所との緊密な連携による障害児通所支援の体制整備 

・乳幼児期からの各種健康診査、訪問指導、育児相談等の充実 

・関係機関と連携した早期からの継続的な発達支援体制の充実 

・地域の幼稚園・保育所で受け入れ可能な障がい児の入園・入所の支援 

・医療的ケア児等に対する医療、福祉、保健等の関係機関による支援体制の構築推進 

・障がいのある子どもの放課後等の遊びや生活の場の整備促進 

・軽度・中等度難聴児を対象とした補聴器の購入費補助 

    

② 福祉施設等における発達支援機能の充実 

・児童発達支援センターつくし学園の機能の充実 

・施設職員等に対する専門研修の実施や発達支援等に関する情報提供等の実施 

   ・医療的なケアを必要とする子どもの支援にかかる関係機関による支援体制の構築推進 

・障害児通所支援事業所等における支援の質の向上及び支援内容の適正化 
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年齢に応じた重層的な支援体制イメージ 

 

 

 

★乳幼児期 障がいの早期発見、早期療育に努め、障がい児・保護者へ早期の教育・育成支援を行います。 

★就学期 児童の教育的ニーズに対応した教育を充実させ、能力や可能性を伸ばす支援を行います。 

★成人期 個々のニーズに応じたサービス等を提供し、地域で自立して生活するための支援を行います。 

★高齢期 個々の状況に応じた介護保険、高齢者福祉、障がい福祉等の適切なサービスの提供、支援を行

います。  

０歳 ６歳 15歳 18歳 20歳 65歳

乳幼児期 就学期 高齢期
後期中等教
育期

■障害児保育 ■学童保育 ■生活介護

■児童発達 ■特別支援教育 ■自立訓練

   支援事業    （特別支援学校、 ■就労支援事業

■保育所等 　   小・中・高校） ■地域活動支援センター

   訪問支援事業 ■放課後等

   デイサービス

■障害児入所支援 ■施設入所支援

■グループホームなど

特別児童扶養手当 障害年金

障害児福祉手当 特別障害者手当

ラ
イ
フ
ス
テ
ー

ジ

成人期

ラ
イ
フ
ス
テ
ー

ジ
に
沿

っ
た
支
援

保
健
・
医
療

障がいの早期発見・早期療育、健康の保持・増進、精神通院医療

重度障害者医療費助成事業

自立支援事業（育成医療） 自立支援医療（更生医療）

日
中
活
動
の
支
援

＜在宅生活や社会参加に対する支援＞

■居宅介護　■短期入所　■日常生活用具給付　■移動支援など

住
ま
い
の
支
援

経
済
的
支
援

障害者等介護手当

特別支援教育就学奨励

介

護

保

険

事

業

高

齢

者

福

祉

事

業
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⑴ 障がいのある人の雇用促進・就労支援 

働く意欲のある障がいのある人が、その適性に応じて能力を発揮できるよう、障がい者の雇用・就

労を促進するため、事業者や社会の障がい者雇用に対する理解を深め、障がいのある人の就業機会の

拡大や職場定着への支援に取り組みます。 

 

・障がい者の雇用促進と理解を深めるための啓発活動の推進 

・障がいのある人に対する職業訓練等の紹介による職業能力開発の啓発促進 

・雇用分野における企業の理解促進（障がい者に対する差別禁止、合理的配慮の提供義務等の周知） 

・市における障害者雇用促進法に基づく法定雇用率を踏まえた障がい者雇用の推進 

・市における障がいの内容や程度に応じた合理的配慮の適切な提供、実施 

 ・障がい者の就労支援のための関係機関の連携体制の整備 

・障がい者合同企業面接会の開催等の雇用・就労情報の提供 

・関係機関と連携した障がい者の就労及び安定雇用に向けた支援の実施 

・県の障害者チャレンジトレーニング事業による短期就業体験の推進 

・障がいのある人の一定期間試行雇用（トライアル雇用）の周知、円滑な常用雇用への移行支援 

・市内の民間企業に対する各種助成制度の周知、障がい者雇用に係る情報提供・助言 

   ・就労後における支援機関による継続的なフォロー体制の強化 

 

●障がい者の就労支援体制 

 

※障がいのある人が自立・安定した職業生活を営めるよう、関係機関と連携し、本人の状況やニーズ

に応じた就労支援を行います。 

 

 

 

 

事業主

魚津公共職業安定所

新川障害者就業・

生活支援センター

（新川むつみ園）

職業紹介

求職

連携・協力

連携・協力

富山県

障害者職業センター

連携・協力

相談

助言・指導

求人

相談

就業準備支援
ジョブコーチ支援

職場適応のための援助
情報提供

研修会の開催

障
が
い
者

相談

連絡調整
魚津市

学校

就労移行支援

事業者等

連携・協力 連携・協力

自立・安定した

職業生活の実現

２ 雇用・就労の促進 
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⑵ 福祉的就労の充実 

障がいのある人の地域における就労を支援するため、企業等に雇用されることが困難な障がいのあ

る人の福祉的就労支援の充実を図ります。 

 

・障がいのある人のニーズに合わせた福祉的就労支援の実施 

・障がい者及びその家族に対する福祉的就労に関する情報提供、就労相談支援の実施 

・障害者就労支援施設等の製品の紹介、販売イベント等の周知・情報提供 

・福祉的就労、障害者就労支援施設等に対する理解の促進 

・市における「障害者優先調達推進法」に基づく調達方針の策定、発注機会の拡大 

 

 

 

●障害者総合支援法における就労系障害福祉サービス 

 

 

 

  

就労移行支援 就労継続支援A型 就労継続支援B型 就労定着支援

事業
概要

①職場体験等の活動機会の
確保、必要な知識や訓練
②求職活動に関する支援
③適性に応じた職場の開拓
④就職後の定着のための相
談等の支援を行う。

①雇用契約の締結等による
就労の機会の提供
②生産活動の機会の提供
③その他就労に必要な知識
及び能力の向上のために必
要な訓練等の支援を行う。

①雇用契約の締結等によら
ない就労の機会の提供
②生産活動の機会の提供
③その他就労に必要な知識
及び能力の向上のために必
要な訓練等の支援を行う。

①雇用した事業所、障害福
祉サービス事業者、医療機関
等との連絡調整
②障がい者が雇用されること
に伴い生じる日常生活又は
社会生活を営む上での各般
の問題に関する相談、指導
及び助言その他の必要な支
援を行う。

利用
期間

２年
（最大１年の更新可能）

制限なし 制限なし ３年

通常の事業所に雇用されるこ
とが可能と見込まれる者（原
則65歳未満であること）

雇用契約に基づく就労が可
能である者（原則65歳未満で
あること）

雇用契約に基づく就労が困
難である者

企業等への就労を希望する
者

①移行支援を利用したが、企
業等の雇用に結びつかな
かった者
②特別支援学校を卒業して
就職活動を行ったが、企業等
の雇用に結びつかなかった
者
③就労経験のある者で、現に
雇用関係の状態にない者

①就労経験がある者で、年齢
や体力の面で一般企業に雇
用されることが困難となった
者
②50歳に達している者又は
障害基礎年金１級受給者
③①及び②に該当しない者
で、就労移行支援事業者等
によるアセスメントにより、就
労面に係る課題等の把握が
行われている者

就労移行支援、就労継続支
援、生活介護、自立訓練の利
用を経て一般就労へ移行し
た障がい者で、就労に伴う環
境変化により生活面・就業面
の課題が生じている者であっ
て、一般就労後６月を経過し
た者

対象者

 個々の特性やニーズに合わせて
サービスを選択します。 
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⑴ スポーツ・レクリエーション等の振興 

障がいのある人の健康増進と生活の質を高めることをめざし、日常的にスポーツやレクリエーショ

ンに親しみ参加できるようスポーツ、レクリエーション等の振興に努めます。 

① 参加機会の確保・充実 

・各種スポーツ大会やレクリエーション交流会等の開催 

・スポーツ・文化活動への参加機会の確保・充実 

・だれもがスポーツ・レクリエーション活動に参加できる 

機会づくり 

   ・障がいのある人に対する使用料等の減免措置制度の周知 

  ② 障がい者スポーツの普及・向上 

   ・障がい者スポーツに対する理解と認識の拡大のための普及啓発 

・各種スポーツ教室・大会、障がい者スポーツ指導員養成研修等に関する情報提供 

・障がい者スポーツにおける全国大会等への選手の派遣、出場の支援 

③ スポーツ・文化施設等の環境整備 

・スポーツ、文化施設等におけるバリアフリー化の推進 

 

 ⑵ 文化芸術活動等の振興 

障がいのある人が日常的な文化芸術活動等を通じて、自らの能力を最大限発揮し、障壁なく社会参

加できるよう障がいのある人の主体的な文化芸術活動を支援するとともに、だれもが多彩な文化芸術

活動に親しみ、活躍する環境づくりを支援します。 

・芸術文化活動を通した交流機会、成果発表の機会の確保 

・魚津市障害者交流センターを拠点とした文化、レクリエーション活動の推進 

・障がいのある人の文化芸術活動等を支援するための人や活動の場づくり 

・だれもが文化芸術活動を鑑賞、参加、創造する機会の充実 

・障がいのある人に対する観覧料等の減免措置制度の周知 

 

 ⑶ 障がい者団体等の活動への支援 

   障がいのある人が主体的に様々な活動に取り組めるよう、障がい者団体等の活動を支援します。 

・障がい者団体等へのスポーツ・文化活動の指導者の派遣 

・障がい者団体等への自主的な取り組みへの支援 

・障がい者団体による芸術作品展の開催支援 

 

⑷ 社会参加促進事業等の推進 

障がいのある人の生活の質的向上と自立を支援するため、社会参加を促す取組を実施します。 

・地域生活支援事業を活用したスポーツ・レクリエーション教室の開催 

・日常生活上必要な生活訓練等に関する講習会等の開催 

・障がい者の自動車運転免許取得等の促進 

 

 

３ 社会参加活動の推進 
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魚津市障がい者基本計画策定経過 

 

 策定委員会等 報告・議事内容等 

令和 7年１月 28日 第１回策定委員会 
計画の体系、基本的な考え方、計画

の内容素案等について意見聴取 

令和 7年２月 21日 第２回策定委員会（書面決議） 
計画の内容修正案について意見聴

取 

令和 7年２月 28日 

～３月 14日 
パブリックコメントの実施 計画素案について市民意見募集 

令和 7年３月 18日 議会民生文教委員会 
計画の内容、パブリックコメントの

結果について説明 

令和 7年３月 

パブリックコメントの結果公表 

魚津市障がい者基本計画（第５

次）の策定・公表 
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魚津市障害者福祉計画策定委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 魚津市における障害者福祉計画に関する施策の総合的かつ効果的な推進を図るた

め、魚津市障害者福祉計画策定委員会（以下「策定委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 策定委員会は、次の事項を検討する。 

⑴ 魚津市障害者福祉計画策定に関すること 

（組織） 

第３条 策定委員会の委員は15人以内で組織し、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱

する。 

⑴ 保健・福祉・医療関係者 

⑵ 教育関係者 

⑶ 学識経験者 

⑷ その他市長が必要と認める者 

（運営） 

第４条 策定委員会の役員は、会長及び副会長それぞれ1名を置き、委員の互選により定め

るものとする。 

２ 会長は、会務を総理し、策定委員会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は、３年とする。補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会議） 

第６条 策定委員会は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、会議の内容に関係のある者の出席を求め、その意

見若しくは説明を聞き、又は資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 策定委員会の庶務は、社会福祉課において行う。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営に関して必要な事項は、会長が策

定委員会に諮って定める 

附 則 

この要綱は、平成10年12月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成18年10月31日から施行する。 
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魚津市障害者福祉計画策定委員会委員名簿 

区  分 役 職 名 氏  名 

会 長 医療関係者 魚津緑ヶ丘病院 副院長 酒 井 義 典 

副会長 福祉関係者 魚津市社会福祉協議会 会長 福 留 正 二 

委 員 医療関係者 魚津市医師会 理事 青 山 圭 一 

〃 学識経験者 富山福祉短期大学 教授 鷹 西   恒 

〃 保健関係者 新川厚生センター 魚津支所長 河 村 瑞 穂 

〃 福祉関係者 児童発達支援センターつくし学園 園長 柿 本 尚 子 

〃 〃 魚津市障害者生活支援センター 所長 中 西 由 美 

〃 〃 障害者社会復帰センターあゆみの郷 センター長 上 波   薫 

〃   魚津市民生委員児童委員協議会 副会長 沢 崎 昌 志 

〃 〃 魚津市障がい者連合会（身体）会長 石 田 三三明 

〃 〃 魚津市手をつなぐ育成会（知的）副会長 常 楽 美恵子 

〃 〃 魚津地域家族会オアシス会（精神）会長 青 山 正 二 

〃 教育関係者 魚津市小学校長会（清流小学校 校長） 弥 生 陽 子 

〃 労働関係者 魚津公共職業安定所 上席職業指導官 黒 瀬 尚 志 
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新川圏域の障がい福祉サービス事業所・福祉施設（令和７年３月現在） 

 

①居宅介護・重度訪問介護（魚津市のみ） 

事業所名 所在地 運営主体 指定年月 

魚津市社協ヘルパーステーション 魚津市新金屋 2-13-26 （福）魚津市社会福祉協議会 Ｈ18.10～ 

新川ヴィーラ訪問介護事業所（休止中） 魚津市本江 2236-2 （福）新川老人福祉会 Ｈ18.10～ 

ヘルパーステーションあんどの里ありそ館 魚津市北鬼江 1177 （福）海望福祉会 Ｈ28.6～ 

 

②同行援護 

事業所名 所在地 運営主体 指定年月 

魚津市社協ヘルパーステーション 魚津市新金屋 2-13-26 （福）魚津市社会福祉協議会 Ｈ23.10～ 

ヘルパーステーションあんどの里ありそ館 魚津市北鬼江 1177 （福）海望福祉会 Ｈ30.2～ 

 

③行動援護（魚津市のみ） 

事業所名 所在地 運営主体 指定年月 

ヘルパーステーションあんどの里ありそ館 魚津市北鬼江 1177 （福）海望福祉会 Ｈ28.6～ 

 

④生活介護 

事業所名 所在地 運営主体 定員 指定年月 

障害者支援施設ひゞき 魚津市仏田 3468 （福）海望福祉会 20 Ｈ20.4～ 

坊丸の郷 魚津市大光寺 1234 （福）新川むつみ園 20 Ｈ23.8～ 

わかくさ作業所 魚津市大光寺 1010-14 NPO法人わかくさ会 18 Ｈ24.4～ 

デイサービスあんどの里ありそ館（休止中） 魚津市北鬼江 1177 （福）海望福祉会 10 Ｈ30.6～ 

魚津市身体障害者デイサービスセンター 魚津市本町 1-4-32 （福）魚津市社会福祉協議会 23 Ｈ30.4～ 

ぶどうの森 魚津市小川寺字字天神山 5852 （福）海望福祉会 6 Ｒ2.4～ 

魚津地域福祉事業所 

みんなのぽぴぃＳＵＮ 
魚津市慶野字砂田 1207-7 労働者協同組合労協センター事業団 10 Ｒ3.8～ 

魚津市東部デイサービスセンター 魚津市吉島 1095-2 （福）魚津市社会福祉協議会 25 Ｒ7.1～ 

宗教法人専正寺デイサービスまごころ 魚津市本江新町 9-8 （宗）専正寺 20 
Ｈ22．4～通所介

護（介護保険） 

※基準該当 

つくしの家黒部 黒部市犬山 210-1 (株)つくし工房 6 Ｈ23.7～ 

くろべ工房吉田 黒部市吉田 745-3 （福）くろべ福祉会 20 Ｈ20.4～ 

あいもと里山工房 黒部市宇奈月町愛本新 1052 （福）くろべ福祉会 10 Ｈ27.12～ 

多機能型事業所にいかわ 黒部市新牧野 101サンビル 2階 NPO法人教育研究所 10 Ｈ29.11～ 

デイサービス隠居くらぶ 黒部市田家新 765-2 有限会社隠居くらぶ 30 Ｈ30.4～ 

富山型デイサービスしばんばの里「こもれび」 黒部市生地芦区 34 アイ福祉サポート（株） 4 Ｈ30.4～ 

富山型デイサービスきずな 黒部市三日市 2840-1 NPO法人三樹福寿会 18 Ｒ3.5～ 
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⑤短期入所 

事業所名 所在地 運営主体 定員 指定年月 

ショートステイひゞき 魚津市仏田 3468 （福）海望福祉会 
空床
+3 

Ｈ18.4～ 

新川ヴィーラショートステイ 魚津市大光寺 450 （福）新川老人福祉会 空床 Ｈ18.10～ 

障害者社会復帰センターあゆみの郷  

ショートステイやすらぎ 
魚津市立石 204 （医）信和会 1 Ｈ18.10～ 

坊丸の家 魚津市大光寺 1229 （福）新川むつみ園 1 Ｈ29.6～ 

ショートステイみどり 魚津市大光寺 287 （医）弘仁会魚津緑ヶ丘病院 
空床
＋1 

Ｈ30.11～ 

障害者社会復帰センターあゆみの郷  

りんごの家 
魚津市立石 205-2 （医）信和会 1 Ｒ3.2～ 

富山県立黒部学園 黒部市石田 6771 富山県 5 Ｈ18.10～ 

石田の家短期入所 黒部市石田 963-2 （福）新川むつみ園 1 Ｈ25.8～ 

新川むつみ園短期入所事業 入善町浦山新 2208 （福）新川むつみ園 4 Ｈ18.10～ 

青野の家 入善町上野 398-1 （福）新川むつみ園 1 Ｈ24.8～ 

ライフ 入善町横山 78-1 （福）にいかわ苑 2 Ｈ24.7～ 

特別養護老人ホーム 有磯苑 朝日町泊 555 （福）有磯会 空床 Ｈ18.10～ 

短期入所富山朝日町 朝日町沼保 1223-1 ソーシャルインクルー(株) ２ Ｒ6.12～ 

 

⑥自立訓練（生活訓練） 

事業所名 所在地 運営主体 定員 指定年月 

新川むつみ園地域生活支援センター 入善町浦山新 2208 （福）新川むつみ園 10 Ｈ19.4～ 

 

⑦就労移行支援 

事業所名 所在地 運営主体 定員 指定年月 

ワークサポートあゆみ 魚津市立石 161 （医）信和会 6 Ｈ21.3～ 

ヴィストキャリア魚津駅前 
魚津市駅前新町 11-17
大同林業駅前ビル 

ヴィスト(株) 20 Ｒ6.10～ 

多機能型事務所にいかわ 黒部市三日市 1050-7 NPO法人教育研究所 10 Ｒ29.11～ 

 

 

上市の家 黒部市生地 249 NPO法人がんらく 15 Ｒ6.10～ 

障害者支援施設新川むつみ園 入善町浦山新 2208 (福）新川むつみ園 80 Ｈ23.4～ 

新川むつみ園地域生活支援センター 入善町浦山新 2208 (福）新川むつみ園 20 Ｈ19.4～ 

ハートフィールド 入善町横山 78-1 （福）にいかわ苑 12 Ｈ24.4～ 

ラヴォーロあおの丘 New 入善町道古 34-1 （福）あおの丘 10 Ｒ6.7～ 

くろべ工房高畠 入善町高畠 341 （福）くろべ福祉会 ８ Ｒ5.9～ 

ハートフィールド 朝日町大家庄 705-1 （福）にいかわ苑 8 Ｈ24.4～ 

富山型デイサービスカエルの子 朝日町赤川 1528 NPO法人ゆきあかり 15 Ｈ30.4～ 
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➇就労継続支援Ａ型 

事業所名 所在地 運営主体 定員 指定年月 

self-A・151A魚津 魚津市上村木１-8-6 （株）151A 20 Ｈ31.2～ 

self-A・しおり黒部 
黒部市植木 491-1 
コートハウス K 

（株）しおり 20 Ｒ1.6～ 

シースリーキッチン 黒部市荻生 7175-3 (株)シースリーぷらす 20 Ｒ4.8～ 

ラヴォーロあおの丘 New 入善町道古 34-1 （福）あおの丘 10 Ｒ6.7～ 

ラヴォーロあおの丘 with 入善町青木 1390-1 （福）あおの丘 10 Ｒ6.12～ 

 

⑨就労継続支援Ｂ型 

事業所名 所在地 運営主体 定員 指定年月 

わかくさ作業所 魚津市大光寺 1010-14 NPO法人わかくさ会 20 Ｈ19.4～ 

ワークサポートあゆみ 魚津市立石 161 （医）信和会 30 Ｈ20.4～ 

魚津オレンジ 魚津市北鬼江 142-1 （株）オレンジ 20 H30.3～ 

ぶどうの森 魚津市仏田 3468 （福）海望福祉会 14 H31.3～ 

せせらぎハウス黒部 黒部市岡 208 （福）せせらぎ会 25 Ｈ20.4～ 

シェアフィールドひまわり 黒部市金屋 464-1 （福）にいかわ苑 20 H27.4～ 

あいもと里山工房 黒部市宇奈月町愛本新 1052 （福）くろべ福祉会 10 H27.12～ 

多機能型事業所にいかわ 黒部市三日市 1060-7 NPO法人教育研究所 10 H29.11～ 

ワークフィールド 入善町椚山 3410-1 （福）にいかわ苑 40 Ｈ18.10～ 

ラヴォーロあおの丘 with 入善町青木 1390-1 （福）あおの丘 20 Ｒ6.12～ 

工房あおの丘 入善町道古 34-3 （福）あおの丘 14 Ｒ6.7～ 

新川むつみ園地域生活支援センター 入善町浦山新 2208 （福）新川むつみ園 20 Ｈ21.4～ 

いっこく 入善町入膳 2942-11 東京堂（株） 14 Ｈ26.8～ 

くろべ工房高畠 入善町高畠 341 （福）くろべ福祉会 30 Ｒ2.3～ 

サンフィールド 朝日町南保 72-1 （福）にいかわ苑 30 H29.4～ 

 

⑩共同生活援助（介護サービス包括型） 

事業所名 所在地 運営主体 定員 指定年月 

坊丸 魚津市大光寺 1251 （福）新川むつみ園 6 Ｈ18.10～ 

グループホーム大光寺 魚津市大光寺 1242－１ （福）魚津市社会福祉協議会 6 Ｈ24.4～ 

グループホームみどり 魚津市大光寺 287 （医）弘仁会魚津緑ヶ丘病院 36 Ｈ24.4～ 

坊丸の家 魚津市大光寺 1229 （福）新川むつみ園 5 Ｈ29.6～ 

障害者社会復帰センターあゆみの郷  
グループホームのどか 

魚津市立石 204 (医）信和会 10 Ｒ3.2～ 

石田の家 黒部市石田 963-2 （福）新川むつみ園 ７ Ｈ25.3～ 

桜花の家 黒部市石田 843-19 (社)くろべ福祉会 4 Ｒ3.9～ 

青野の家 入善町浦山新 1109 （福）新川むつみ園 14 Ｈ18.10～ 
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富山型共生グループホーム ライフ 入善町横山 78-1 （福）にいかわ苑 53 Ｈ19.3～ 

共生型グループホーム華のれん 入善町入膳 4716-5 東京堂（株） 19 Ｈ27.4～ 

⑩共同生活援助（外部サービス利用型） 

事業所名 所在地 運営主体 定員 指定年月 

障害者社会復帰センターあゆみの郷 

グループホームあゆみ 
魚津市立石 205-2 （医）信和会 10 Ｈ18.10～ 

ひかり荘 魚津市東尾崎 1076-1 NPO法人つむぎ 4 Ｈ18.4～ 

⑩共同生活援助（日中サービス利用型） 

事業所名 所在地 運営主体 定員 指定年月 

障害者社会復帰センターあゆみの郷 

グループホームひだまり 
魚津市立石 204 （医）信和会 10 Ｒ3.2～ 

ソーシャルインクルーホーム富山朝日町 朝日町沼保 1223-1 ソーシャルインクルー(株) 20 Ｒ6.12～ 

 

⑪障害者支援施設 

事業所名 所在地 運営主体 定員 指定年月 

障害者支援施設ひゞき 魚津市仏田 3468 （福）海望福祉会 20 Ｈ20.4～ 

障害者支援施設 新川むつみ園 入善町浦山新 2208 （福）新川むつみ園 80 Ｈ23.4～ 

 

⑫福祉型障害児入所施設 

事業所名 所在地 運営主体 定員 指定年月 

県立黒部学園 黒部市石田 6771 富山県 50 H24.1～ 

 

⑬福祉型児童発達支援センター、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援 

事業所名 所在地 運営主体 定員 指定年月 

児童発達支援センターつくし学園 魚津市大海寺野 1377 （福）魚津市社会福祉協議会 24 Ｒ6.6～ 

 

⑭放課後等デイサービス 

事業所名 所在地 運営主体 定員 指定年月 

魚津地域福祉事業所えがおのぽぴぃ 魚津市吉野 476-2 (企）労協センター事業団 10 H28.7～ 

魚津市身体障害者デイサービスセンター 魚津市本町 1-4-32 (福）魚津市社会福祉協議会 23 Ｒ2.4～ 

魚津地域福祉事業所 
 みんなのぽぴぃ SUN 

魚津市慶野字砂田1207-７ (企）労協センター事業団 10 Ｒ4.10～ 

のこのこ 魚津市寿町 12-28 合同会社ことこと 10 Ｒ6.5～ 

宗教法人専正寺デイサービスまごころ 魚津市本江新町 9-8 （宗）専正寺 5 
Ｈ25．4～
※基準該当 

すてっぷサポートわんぱく工房 黒部市北新 215-7 （福）くろべ福祉会 10 H25.４～ 

高志野ベース レフト 黒部市中新 18 (株)ＫＵＲＯＢＥ Ｆｉｖｅ－Ｏ 10 Ｒ2.7～ 

高志野ベース ライト 黒部市中新 18 (株)ＫＵＲＯＢＥ Ｆｉｖｅ－Ｏ 10 Ｒ2.10～ 

上市の家 黒部市生地 249 NPO法人工房がんらく 15 Ｒ6.10～ 

のびの be-サポートあおの丘 入善町上野 11770-4 （福）あおの丘 10 Ｈ26.4～ 

らいぶず－サポート あおの丘 入善町上野 11770-4 （福）あおの丘 10 Ｒ6.12～ 
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⑮指定特定相談支援事業所 

事業所名 身
体 

知
的 

精
神 

児
童 

所在地 運営主体 指定年月 

魚津市障害者生活支援センター ● ● ● ● 魚津市大光寺1235 （福）魚津市社会福祉協議会 Ｈ24.4～ 

障害者社会復帰センターあゆみの郷 
サポート新川 

● ● ●  魚津市立石205‐2 （医）信和会 Ｈ24.4～ 

児童発達支援センターつくし学園    ● 魚津市大海寺野1377 （福）魚津市社会福祉協議会 Ｒ6.6.～ 

ひゞき計画相談支援事業所 ●    魚津市仏田3468 （福）海望福祉会 Ｈ28.2～ 

相談支援センターヴィストうおづ ● ● ● ● 
魚津市駅前新町 11-17 
大同林業駅前ビル 1階 ヴィスト(株) Ｒ6.9～ 

相談支援事業所 らいとはうす ● ● ● ● 黒部市生地吉田字越湖 9602-5 （福）くろべ福祉会 Ｈ24.6～ 

新川むつみ園 地域生活相談室 ● ●   入善町浦山新2208 （福）新川むつみ園 Ｈ24.8～ 

工房あおの丘 ● ● ● ● 入善町道古34-3 NPO法人工房あおの丘 Ｈ24.5～ 

指定特定相談支援事業所 スマイル ● ● ● ● 入善町椚山3410-1 （福）にいかわ苑 Ｈ24.7～ 

相談支援ステラ ● ● ● ● 入善町入膳4716-8 NPO法人人公清会 Ｈ28.2～ 

相談支援事業所あおの丘 ● ● ● ● 入善町道古34-３ （福）あおの丘 Ｒ6.7～ 
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【ご意見等について】 

  この計画に関するご意見等を下記までお寄せください。 

 

魚津市障がい者基本計画（第５次） 

発行日  2025年（令和７年）３月 

発行者  魚津市 民生部 社会福祉課 

       〒937-8555 富山県魚津市釈迦堂一丁目 10番１号 

       TEL：0765-23-1005（直通） FAX：0765-23-1055 

       E-mail：syafuku@city.uozu.lg.jp 

 


